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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

平成21年度
第１四半期連結
累計(会計)期間

平成22年度
第１四半期連結
累計(会計)期間

平成21年度

(自　平成21年
４月１日

至　平成21年
６月30日)

(自　平成22年
４月１日

至　平成22年
６月30日)

(自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日)

経常収益 百万円 5,711 4,720 20,101

経常利益 百万円 1,938 959 2,646

四半期純利益 百万円 1,211 630 ――

当期純利益 百万円 ―― ―― 1,458

純資産額 百万円 31,845 33,271 33,780

総資産額 百万円 843,595 868,994 851,349

１株当たり純資産額 円 333.73 348.72 354.09

１株当たり四半期純利益金額 円 12.72 6.62 ――

１株当たり当期純利益金額 円 ―― ―― 15.32

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 10.45 5.43 ――

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 ―― ―― 12.58

自己資本比率 ％ 3.7 3.8 3.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円 12,668 28,137 8,065

投資活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △4,492 △21,964 △5,192

財務活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △241 △238 △482

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 百万円 44,188 44,577 38,643

従業員数 人 748 750 723

　（注）１．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資

産に係る控除対象外消費税等は当第１四半期連結会計期間の費用に計上しております。

２．１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸表」の「１株当たり情

報」に記載しております。

３．自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しておりま

す。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社における従業員数

 平成22年６月30日現在

従業員数（人）
750

[201]

　（注）１．従業員数は、嘱託及び臨時従業員229人を含んでおりません。

２．臨時従業員数は、［　］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

 

(2）当行の従業員数

 平成22年６月30日現在

従業員数（人）
706

[151]

　（注）１．従業員数は、出向職員37人並びに嘱託及び臨時従業員161人を含んでおりません。

２．臨時従業員数は、［　］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりませ

ん。

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。　

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当行グループ(当行及び連結子会社)

が判断したものであります。

(1）業績の状況

　平成22年度第１四半期連結会計期間の連結経営成績につきましては、経常収益は前年の有価証券売却益の剥落等

により前年同期比９億91百万円減少し47億20百万円となりました。一方、経常費用は資金調達費用の減少等により

前年同期比11百万円減少の37億61百万円となりました。この結果、経常利益は前年同期比９億79百万円減少し９億

59百万円、四半期純利益は同５億81百万円減少し６億30百万円を計上しました。

　連結財政状態につきましては、預金等（譲渡性預金を含む）は、前連結会計年度末比190億80百万円増加し7,964億

６百万円となりました。貸出金は、前連結会計年度末比96億13百万円減少し6,147億49百万円となりました。有価証

券は、前連結会計年度末比201億88百万円増加し1,704億27百万円となりました。

　セグメント別の業績は以下のとおりです・　

　銀行業は、経常収益46億40百万円、セグメント利益（経常利益）９億47百万円となりました。カード事業は、経常収

益90百万円、セグメント利益（経常利益）11百万円となりました。
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①　国内・国際業務部門別収支

　当行グループは海外拠点を有しないため、国内・海外別収支等にかえて、国内取引を「国内業務部門」「国際業務

部門」に区分して記載しております。

国内業務部門においては、資金運用収支は前年同期並みとなりましたが、役務取引等収支は、預かり資産販売額の

増加等により、前年同期比１億38百万円増加いたしました。一方、債券等関係損益の減少等により、その他業務収支

は前年同期比３億10百万円減少いたしました。

　国際業務部門においては、資金運用収支が前年同期比50百万円減少いたしました。 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第１四半期連結会計期間 2,925 91 ― 3,017

当第１四半期連結会計期間 2,935 41 ― 2,977

うち資金運用収益
前第１四半期連結会計期間 3,565 166 △43 3,688

当第１四半期連結会計期間 3,438 71 △19 3,490

うち資金調達費用
前第１四半期連結会計期間 640 74 △43 671

当第１四半期連結会計期間 502 29 △19 513

役務取引等収支
前第１四半期連結会計期間 210 4 ― 214

当第１四半期連結会計期間 348 4 ― 352

うち役務取引等収益
前第１四半期連結会計期間 573 6 ― 580

当第１四半期連結会計期間 692 7 ― 699

うち役務取引等費用
前第１四半期連結会計期間 363 2 ― 366

当第１四半期連結会計期間 344 2 ― 346

その他業務収支
前第１四半期連結会計期間 702 5 ― 707

当第１四半期連結会計期間 392 8 ― 400

うちその他業務収益
前第１四半期連結会計期間 702 5 ― 707

当第１四半期連結会計期間 392 8 ― 400

うちその他業務費用
前第１四半期連結会計期間 0 ― ― 0

当第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

　（注）１．国内業務部門は国内店及び国内子会社の円貨建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただ

し、円貨建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。

２．前第１四半期連結会計期間の資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（０百万円）を控除して表示してお

ります。

３．相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。
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②　国内・国際業務部門別役務取引の状況

国内業務部門の役務取引等収益につきましては、預かり資産の販売額増加を主因に前年同期比１億19百万円増加

いたしました。役務取引等費用は、前年同期に比して19百万円減少いたしました。

国際業務部門の役務取引等収益及び費用は、ほぼ前年同期並みで推移いたしました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第１四半期連結会計期間 573 6 ― 580

当第１四半期連結会計期間 692 7 ― 699

うち預金・貸出業務
前第１四半期連結会計期間 113 ― ― 113

当第１四半期連結会計期間 104 ― ― 104

うち為替業務
前第１四半期連結会計期間 180 6 ― 186

当第１四半期連結会計期間 169 7 ― 176

うち証券関連業務
前第１四半期連結会計期間 35 ― ― 35

当第１四半期連結会計期間 52 ― ― 52

うち代理業務
前第１四半期連結会計期間 146 ― ― 146

当第１四半期連結会計期間 80 ― ― 80

うち保護預り業務
前第１四半期連結会計期間 7 ― ― 7

当第１四半期連結会計期間 4 ― ― 4

うち保証業務
前第１四半期連結会計期間 17 0 ― 17

当第１四半期連結会計期間 18 0 ― 18

役務取引等費用
前第１四半期連結会計期間 363 2 ― 366

当第１四半期連結会計期間 344 2 ― 346

うち為替業務
前第１四半期連結会計期間 41 2 ― 44

当第１四半期連結会計期間 41 2 ― 43

　（注）１．当行グループ（当社及び連結子会社、持分法適用会社）は、海外拠点等を有しないため、国内・海外別にかえ

て、国内取引を「国内業務部門」・「国際業務部門」に区分して記載しております。

２．「国内業務部門」は国内店及び国内子会社の円貨建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引でありま

す。

３．相殺消去の金額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の金額であります。
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③　国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第１四半期連結会計期間 768,159 1,008 ― 769,167

当第１四半期連結会計期間 794,343 1,063 ― 795,406

うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 289,632 ― ― 289,632

当第１四半期連結会計期間 298,236 ― ― 298,236

うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 470,965 ― ― 470,965

当第１四半期連結会計期間 488,939 ― ― 488,939

うちその他
前第１四半期連結会計期間 7,561 1,008 ― 8,569

当第１四半期連結会計期間 7,166 1,063 ― 8,230

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 1,000 ― ― 1,000

当第１四半期連結会計期間 1,000 ― ― 1,000

総合計
前第１四半期連結会計期間 769,159 1,008 ― 770,167

当第１四半期連結会計期間 795,343 1,063 ― 796,406

　（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

３．「国内業務部門」は国内店及び国内子会社の円貨建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引でありま

す。

４．相殺消去の金額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の金額であります。
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④　国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（残高・構成比）

業種別
平成21年６月30日 平成22年６月30日

貸出金残高(百万円)構成比（％） 貸出金残高(百万円)構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 605,164 100.00 614,749 100.00

製造業 68,438 11.31 71,251 11.59

農業，林業 1,595 0.26 1,071 0.17

漁業 263 0.04 268 0.04

鉱業，採石業，砂利採取業 59 0.01 82 0.01

建設業 18,633 3.08 18,637 3.03

電気・ガス・熱供給・水道業 10,447 1.73 11,655 1.90

情報通信業 3,484 0.58 3,779 0.62

運輸業，郵便業 6,757 1.12 11,879 1.93

卸売業，小売業 54,118 8.94 53,001 8.62

金融業，保険業 41,906 6.92 31,010 5.05

不動産業，物品賃貸業 97,040 16.03 93,232 15.17

その他サービス業 58,021 9.59 59,457 9.67

地方公共団体 108,679 17.96 118,447 19.27

その他 135,716 22.43 140,973 22.93

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

政府等 ― ― ― ―

金融機関 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

合計 605,164―― 614,749――

　（注）１．「国内」とは、当行及び国内子会社であります。

２．当行及び子会社は海外に拠点等を有しないため、「海外」は該当ありません。
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(2）キャッシュ・フローの状況

    　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、当第１四半期連結会計期間に59億34百万円

　増加し、445億77百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は281億37百万円となりました。これは、預金の増加190億80百万円と貸出金の減少96

億13百万円を主因とするものであります。

　前年同四半期連結会計期間との比較では、154億69百万円の獲得増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は219億64百万円となりました。これは有価証券の取得による支出509億85百万円に

対し、有価証券の売却による収入263億39百万円、償還による収入28億89百万円となったことが要因であります。

　前年同四半期連結会計期間との比較では、174億72百万円の使用増加となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は２億38百万円となりました。これは、配当金の支払２億38百万円が要因でありま

す。 

　前年同四半期連結会計期間との比較では、３百万円の使用減少となりました。

　

(3) 対処すべき課題　

　当四半期連結会計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更又は新たな

課題の発生はありません。　

　

(4) 研究開発活動　

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）【主要な設備の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

（２）【設備の新設、除却等の計画】

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 280,800,000

第一種優先株式 20,000,000

第二種優先株式 20,000,000

計 320,800,000

 　　②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月９日）

 上場金融商品取引所名
 又は登録認可金融商品
 取引業協会名

内容

普通株式 96,199,386 96,199,386

東京証券取引所

市場第一部

大阪証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株　

計 96,199,386 96,199,386 － －

（注）提出日現在発行数には、平成22年８月１日から四半期報告書を提出する日までの新株予約権の行使（旧商法に

基づき発行された新株予約権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。　
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（２）【新株予約権等の状況】

・旧商法341条ノ２の規定に基づき発行した転換社債型新株予約権付社債は、次のとおりであります。

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 6,888

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数1,000株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20,684,684

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき　333

新株予約権の行使期間

平成16年９月１日

～

平成23年９月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　１株につき　333

資本組入額　１株につき　167

新株予約権の行使の条件

当行が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、以後

新株予約権を行使することはできないものとする。

また各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び質入は認めない。

代用払込みに関する事項 ─────

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─────

新株予約権付社債の残高(百万円) 6,888

（注）１．上記転換社債型新株予約権付社債（以下、「当社債」という。）は、行使価額修正条項付新株予約権付社債等

　　　　であります。

　　　２．当社債の特質

　　　　・当社債に係る新株予約権の行使に際しての１株当たりの払込金額（以下、「転換価額」という。）は、当行の

　　　　株式の下落により平成18年７月28日下方修正され、平成18年８月14日以降当株式数が増加しております。

　　　　・転換価額の修正基準及び修正頻度並びに転換価額の下限の定めとその内容

　　　　　①当行は、平成18年７月28日（以下、「決定日」という。）まで（当日を含む。）の株式会社大阪証券取引所

　　　　　（ただし、主たる証券取引所が変更された場合は、変更後の主たる証券取引所）における当行の普通株式の普

　　　　　通取引の終値（気配表示を含まない。）がある20連続取引日の当該終値の平均値（計算の結果１円未満の端数

　　　　　を生じた場合は、その端数を切り上げた金額をいう。）が決定日に有効な転換価額を１円以上下回る場合に

　　　　　は、転換価額を上記の計算の結果算出された金額と同一の金額に修正する。

　　　　　②①の規定に関わらず、①により修正された転換価額が、当初の転換価額の80％を下回る場合には、当該80％

　　　　　にあたる金額の１円未満を切り上げた金額を修正後の転換価額とする。

　　　　　③①又は②により修正された転換価額は、平成18年８月14日以降、これを適用する。

　　　　・繰上償還または全部取得条項の有無

　　　　　　買入消却及び繰上償還ができる旨の条項を、社債要項に定めております。　

　　　３．その他事項

　　　　・当社債の権利の行使に関する事項についての当社債の所有者との間の取決め

　　　　　　該当事項はありません。

　　　　・当行の株券の売買に関する事項についての当社債の所有者との間の取決め　

　　　　　　該当事項はありません。　
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
　

 
第４四半期会計期間

（平成22年１月１日から
平成22年３月31日まで）

第１四半期会計期間
（平成22年４月１日から
平成22年６月30日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修

正条項付新株予約権付社債券等の数（個）
－ －

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数

（株）
－ －

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等

（円）
－ －

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額

（百万円）
－ －

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当

該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累

計（個）

－ 112

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数

（株）

－ 331,686　

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価

額等（円）

－ 337　

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額

（百万円）

－ 112　

　

（４）【ライツプランの内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 96,199 － 9,061,837 － 6,452,565

 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　　　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができま

　　せんので、直前の基準日である平成22年３月31日現在で記載しております。

 

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式    999,000 － 　－

完全議決権株式（その他） 　普通株式 94,262,000 94,262 　－

単元未満株式 　普通株式    938,386  － 　自己株式995株含む 

発行済株式総数 　         96,199,386－ －

総株主の議決権 － 94,262 －

 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社鳥取銀行
鳥取県鳥取市永楽温泉町

171番地
999,000 － 999,000 1.03

計 ―― 999,000 － 999,000 1.03
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 263 255 255

最低（円） 248 242 238

　（注）　最高・最低株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。　

　　

(1）新任役員

  該当ありません。

(2）退任役員

  該当ありません。

(3）役職の異動

  該当ありません。
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第５【経理の状況】
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収

益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

　　なお、前第１四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）及び前第１四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年６月30日）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき作成し、当第１四半期連結会

計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日  至平成

22年６月30日）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成しております。

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至

平成21年６月30日）及び前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）に係る四半期連結

財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計

期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法

人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

現金預け金 44,577 38,643

買入金銭債権 172 176

有価証券 ※4
 170,427

※2, ※4
 150,239

貸出金 ※1
 614,749

※1
 624,362

外国為替 472 446

劣後受益権 11,359 11,429

その他資産 5,286 4,554

有形固定資産 ※3
 10,601

※3
 10,533

無形固定資産 380 366

繰延税金資産 11,638 11,025

支払承諾見返 6,737 7,033

貸倒引当金 △7,344 △7,398

投資損失引当金 △63 △63

資産の部合計 868,994 851,349

負債の部

預金 795,406 777,326

譲渡性預金 1,000 －

コールマネー及び売渡手形 4,924 5,550

借用金 3,092 3,117

外国為替 1 7

社債 10,000 10,000

新株予約権付社債 6,888 6,888

その他負債 4,739 4,484

賞与引当金 220 436

退職給付引当金 1,738 1,744

その他の引当金 123 130

再評価に係る繰延税金負債 849 849

支払承諾 6,737 7,033

負債の部合計 835,722 817,568

純資産の部

資本金 9,061 9,061

資本剰余金 6,452 6,452

利益剰余金 23,449 23,057

自己株式 △379 △379

株主資本合計 38,584 38,192

その他有価証券評価差額金 △6,210 △5,307

繰延ヘッジ損益 0 0

土地再評価差額金 822 822

評価・換算差額等合計 △5,387 △4,483

少数株主持分 74 72

純資産の部合計 33,271 33,780

負債及び純資産の部合計 868,994 851,349
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

経常収益 5,711 4,720

資金運用収益 3,688 3,490

（うち貸出金利息） 3,092 3,016

（うち有価証券利息配当金） 538 408

役務取引等収益 580 699

その他業務収益 707 400

その他経常収益 734 129

経常費用 3,772 3,761

資金調達費用 671 513

（うち預金利息） 515 361

役務取引等費用 366 346

その他業務費用 0 －

営業経費 2,725 2,735

その他経常費用 ※1
 9

※1
 166

経常利益 1,938 959

特別利益 62 82

貸倒引当金戻入益 60 54

償却債権取立益 1 23

その他の特別利益 － ※2
 4

特別損失 6 10

固定資産処分損 6 1

その他の特別損失 － ※3
 9

税金等調整前四半期純利益 1,994 1,031

法人税、住民税及び事業税 782 399

法人税等合計 782 399

少数株主損益調整前四半期純利益 632

少数株主利益 0 2

四半期純利益 1,211 630
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,994 1,031

減価償却費 132 126

貸倒引当金の増減（△） △60 △54

資金運用収益 △3,688 △3,490

資金調達費用 671 513

有価証券関係損益（△） △1,129 55

貸出金の純増（△）減 5,275 9,613

預金の純増減（△） 11,533 19,080

コールローン等の純増（△）減 114 4

コールマネー等の純増減（△） △1,185 △650

資金運用による収入 3,182 3,074

資金調達による支出 △375 △627

その他 △3,786 △250

小計 12,679 28,425

法人税等の支払額 △11 △288

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,668 28,137

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △28,112 △50,985

有価証券の売却による収入 22,014 26,339

有価証券の償還による収入 1,668 2,889

有形固定資産の取得による支出 △58 △155

その他 △4 △52

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,492 △21,964

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △4 △0

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △238 △238

財務活動によるキャッシュ・フロー △241 △238

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,933 5,934

現金及び現金同等物の期首残高 36,255 38,643

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 44,188

※1
 44,577
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項

の変更

　　資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号平成20年３月31日）を適用しております。

　　これにより、経常利益は０百万円、税金等調整前四半期純利益は９百万円減少してお

ります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は９百万円であ

ります。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を

改正する内閣府令（平成21年３月24日内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．貸倒引当金の計上方法 　「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想

損失額を引き当てている債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきまして

は、平成22年３月期の予想損失率を適用して計上しております。

２．繰延税金資産の回収可能性の判断 　繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異の発生状況につ

いて前連結会計年度末から大幅な変動がないと認められるため、同年度末の

検討において使用した将来の業績予測及びタックス・プランニングの結果を

適用しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

税金費用の処理 　税金費用は、当第１四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じることにより算定しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 2,129百万円

延滞債権額 12,846百万円

３ヵ月以上延滞債権額 220百万円

貸出条件緩和債権額 305百万円

破綻先債権額 2,288百万円

延滞債権額 12,840百万円

３ヵ月以上延滞債権額 108百万円

貸出条件緩和債権額 397百万円

　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり

ます。

　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり

ます。

　２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産

　前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認めら

れないため、記載を省略しております。

有価証券 16,992百万円

※３．有形固定資産の減価償却累計額 8,384百万円 ※３．有形固定資産の減価償却累計額 8,305百万円

※４．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は11,851百万円であります。

※４．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は11,664百万円であります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１．その他経常費用には、偶発損失引当金繰入額７百万

　　円を含んでおります。

─────

　

　

─────

　

※１．その他経常費用には、株式等償却115百万円及び偶

　　発損失引当金繰入額６百万円を含んでおります。

※２．その他の特別利益は、連結子会社の販売促進引当金

　　戻入益４百万円及び利息返還損失引当金戻入益０百万

　　円であります。　

※３．その他の特別損失は、過年度分資産除去債務の費用

　　処理９百万円であります。　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：百万円） （単位：百万円）

平成21年６月30日現在 平成22年６月30日現在

現金預け金勘定 44,188

現金及び現金同等物 44,188

　

現金預け金勘定 44,577

現金及び現金同等物 44,577
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（株主資本等関係）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 （単位：千株）

 当第１四半期連結会計期間末株式数

発行済株式     

普通株式 96,199

合計 96,199

自己株式     

普通株式 1,004

合計 1,004

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当ありません。

 

３．配当に関する事項

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 237 2.5平成22年３月31日平成22年６月24日利益剰余金

基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当ありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
銀行業
（百万円）

カード事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
(百万円)

連結
（百万円）

経常収益                     

(1）外部顧客に対する経常収益 5,618 92 5,711 ― 5,711

(2）セグメント間の内部経常収益 8 1 10 △10 ―

計 5,627 94 5,721 △10 5,711

経常利益 1,925 13 1,938 0 1,938

　（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

２．各事業の主な内容は次のとおりであります。

(1）銀行業……………銀行業

(2）カード事業………クレジットカード業

 

【所在地別セグメント情報】

　全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

【国際業務経常収益】

　国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要 

　当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

企業集団としての経営の見地から、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う

対象となっているものであります。 

　当行グループは、銀行業務を中心にクレジットカード業務などの金融サービスの提供を事業活動として展

開しております。なお、「銀行業」、「カード事業」を報告セグメントとしております。 

　「銀行業」は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、為替業務を中心とした銀行業務及びクレジットカー

ド業務以外の金融サービス業務を行っております。「カード事業」はクレジットカード業務を行っておりま

す。

 

２．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）　

　（単位：百万円）

 
報告セグメント　

調整額

四半期連結損

益計算書計上

額    銀行業 カード事業 合計

経常収益　

(1）外部顧客に対する経常収益

　

4,631

　

89

　

4,720

　

―

　

 4,720

(2）セグメント間の内部経常収益 8 1 9  △9  ―

計 4,640 90 4,730  △9  4,720

セグメント利益 947 11 959 △0 959

 (注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

 　　 ２．セグメント利益の調整額△０百万円は、セグメント間取引消去△０百万円であります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。 

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

 

　

（追加情報）　

　当第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。　
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（金融商品関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日現在）

　前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日現在）

　前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。　

　

（金銭の信託関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日現在）

　前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日現在）

　前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　　　　　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　　　　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日現在）

　　　　　資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

　　　　られるものはありません。

　　　　　当行は、一部営業用店舗等の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有しておりま

　　　　すが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が確定できないこと等から、資産除去債務を合理的に見積もるこ

　　　　とができません。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日現在）　

　　　　　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社　鳥取銀行(E03582)

四半期報告書

26/30



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

  
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 円 348.72 354.09

２．１株当たり四半期純利益金額等

  
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 円 12.72 6.62

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　

金額
円 10.45 5.43

　（注）１．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとお

りであります。

  
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額          

四半期純利益 百万円 1,211 630

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る四半期純利益 百万円 1,211 630

普通株式の期中平均株式数 千株 95,216 95,195

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　

金額
         

四半期純利益調整額 百万円 － －

普通株式増加数 千株 20,684 20,684

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度末

から重要な変動があったものの概要

 ―― ――

 

 

（重要な後発事象）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　　　　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日現在）

　　　　　前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月４日

株式会社鳥取銀行

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 遠藤　了　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 泉　淳一　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鳥取銀行の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鳥取銀行及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月５日

株式会社鳥取銀行

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 遠藤　了　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 泉　淳一　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鳥取銀行の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鳥取銀行及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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